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証券コード　4766
平成28年３月10日

株 主 各 位
東京都文京区水道一丁目12番15号
株 式 会 社 ピ ー エ イ
代表取締役社長 加 藤 博 敏

第30回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第30回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席下さいますようご通知申
し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合には、書面によって議決権を行使することができますので、お手数
ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表
示いただき、平成28年３月28日（月曜日）午後５時までに到着するようご返送下さいますようお願い
申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 平成28年３月29日（火曜日）午前10時
２．場 所 東京都文京区水道一丁目12番15号

白鳥橋三笠ビル９階　当社本社会議室
（末尾の会場ご案内図をご参照下さい。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第30期（自平成27年１月１日　至平成27年12月31日）事業報告、連結計算書

類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第30期（自平成27年１月１日　至平成27年12月31日）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 取締役３名選任の件
第２号議案 会計監査人選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さいますようお願
い申し上げます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、イン
ターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　http://www.pa-co-ltd.co.jp/）に掲載させていただ
きます。

－ 1 －

株主各位
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（提供書面）
事　 業　 報　 告

（自　平成27年 1 月 1 日
至　平成27年12月31日）

１．企業集団の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
わが国の経済は、政府による経済政策や金融緩和政策を背景とした企業収益改善や雇用情勢の改

善がみられるものの、中国経済の鈍化等や米国利上げが輸出環境や金融市場に大きな動揺を招いた
ことで、景気の先行きに不透明感をもたらしております。

このような事業環境の下、東北地域、関東地域、信越地域、北陸地域での主力事業である無料求
人情報誌「ジョブポスト」及びスマートフォン向けインターネットサイト「ジョブポストWEB」の
広告収入が一部の地域を除き堅調に推移いたしました。また、株式会社ハローコミュニケーション
ズの新聞折込求人紙とフリーペーパー「おしごとハロー」は、景況感の改善等により売上高、営業
利益、経常利益及び当期純利益が前年同期と比べ大幅に改善いたしました。

これらの結果、当連結会計年度における当社グループの連結業績は、売上高2,060百万円（前期比
14.1％増）、更なる営業体制強化のために、積極的な人員採用及び広告宣伝投資を実施し、営業利
益95百万円（前期比97.3％増）、投資有価証券の売却益等により、経常利益132百万円（前期比
67.2％増）、当期純利益112百万円（前期比900.1%増）と増収増益となりました。

　事業別の状況は次のとおりであります。
情報サービス事業

　情報サービス事業の当連結会計年度の売上高は1,817百万円（前期比15.1％増）となりました。
情報サービス事業におきましては、東北地域、関東地域、信越地域、北陸地域において無料求人

情報誌「ジョブポスト」、新聞折込求人紙とフリーペーパーの「おしごとハロー」を編集発行して
おります。また、スマートフォン向けインターネットサイト「ジョブポストWEB」を提供してお
ります。有効求人倍率の改善が継続する中、商品力強化、営業体制の強化等を行い、各地域での競
争力強化と収益基盤の拡大に努めました。

東日本エリアの各地で主力事業である無料求人情報誌「ジョブポスト」、スマートフォン向けイ
ンターネットサイト「ジョブポストWEB」の更なる収益力向上とともに、海外新規事業の収益化
を図ってまいります。

－ 2 －

当事業年度の事業の状況
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人材派遣事業
人材派遣事業の当連結会計年度の売上高は243百万円（前期比7.2％増）となりました。
人材サービス業界を取り巻く環境は、有効求人倍率の改善が継続する中、完全失業率は緩やかな

改善傾向をたどっており着実に改善しております。
このような事業環境の下、地域に密着した派遣人員をタイムリーに確保するため組織体制を見直

し、持続的に収益を向上できる体制づくりに努めてまいりました。

参考（当社グループの有するメディア）
名称 種類 内容

①ジョブポスト 雑誌（無料）及びインターネ
ットサイト

東北地域、関東地域、信越地
域、北陸地域エリアの求人情
報

②Jobee（ジョビー） モバイル及びインターネット
サイト 全国版の求人情報

③ケータイToKuPi（とくぴ） モバイル及びインターネット
サイト 店舗向け販促支援サービス

④おしごとハロー 新聞折込及びフリーペーパー 千葉、茨城エリアの求人情報

②　設備投資の状況
当連結会計年度に実施しました設備投資の総額は、34百万円であります。

　その主なものは、増員によるパソコン購入３百万円、自動組版システム導入費用14百万円、ス
マートフォン向けインターネットサイト「ジョブポストWEB」のリニューアル費用８百万円、
販売管理システムの改修費用３百万円であります。

③　資金調達の状況
　当連結会計年度においては、銀行借入により平成27年４月に３百万円、５月に110百万円、６
月に58百万円、９月に400百万円及び社債200百万円、10月に12百円の資金調達を行いました。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

－ 3 －

当事業年度の事業の状況
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⑤　他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　当社は、平成27年10月１日にトラバース株式会社の全株式を取得し、連結子会社といたしまし
た。また、平成27年10月２日に株式会社ミュゼキャリアを設立し、持分法適用会社となりまし
た。

⑦　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

⑵　直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分 第 27 期
(平成24年12月期)

第 28 期
(平成25年12月期)

第 29 期
(平成26年12月期)

第 30 期
(当連結会計年度)
(平成27年12月期)

売 上 高(千円) 1,278,775 1,442,342 1,805,293 2,060,658
経 常 利 益(千円) 151,812 173,567 79,559 132,990
当 期 純 利 益(千円) 222,887 172,917 11,254 112,554
１株当たり当期純利益 (円) 20.73 16.08 1.05 10.47
総 資 産(千円) 1,093,444 1,315,999 1,435,090 1,984,360
純 資 産(千円) 810,521 990,223 1,004,973 1,054,088
１株当たり純資産額 (円) 74.58 91.33 92.62 97.09

－ 4 －

当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況
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⑶　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株 式 会 社 ア ル メ イ ツ 20,000千円 100％ 人材派遣及び紹介業

モ バ イ ル 求 人 株 式 会 社 86,087千円 82％
スマートフォンをメインデバイスと
した求人サービス及び「ジョブポス
ト」（代理店）

北 京 培 繹 諮 詢 有 限 公 司 2,395千元 100％ 「ジョブポスト」の制作業務及びBPO
業務

伏迅艾克（北京）国際貿易有限公司 2,250千元 100％ BPO業務

株 式 会 社 F I 26,500千円 100％ 店舗向け販促支援サービス

株式会社ハローコミュニケーションズ 7,900千円 100％ 求人広告業

P A  V I E T N A M
C O N S U L T I N G
C O M P A N Y  L I M I T E D

2,130,900千ドン 100％ 管理コンサルティング

P A  V I E T N A M
A D V E R T I S E M E N T
C O M P A N Y  L I M I T E D

400,000千ドン 0％ 広告代理店

ト ラ バ ー ス 株 式 会 社 1,000千円 100％ 求人広告の代理店

株 式 会 社 ミ ュ ゼ キ ャ リ ア 20,000千円 50％ 人材紹介業

（注）⒈ 平成27年10月１日にトラバース株式会社の全株式を取得し、同社を連結子会社といたしました。
⒉ 株式会社ミュゼキャリアは、平成27年10月２日付で設立し持分法の適用範囲に含めております。
⒊ PA VIETNAM CONSULTING COMPANY LIMITED及びPA VIETNAM ADVERTISEMENT 

COMPANY LIMITEDは重要性が増したため、連結子会社といたしました。なお、平成26年10月
にPA VIETNAM ADVERTISEMENT COMPANY LIMITEDを設立し、持分は0.0％と100分の
50以下でありますが、実質的に支配しているため新たに連結子会社となりました。

－ 5 －

重要な親会社及び子会社の状況



2016/03/03 11:41:35 / 15158260_株式会社ピーエイ_招集通知（Ｃ）

⑷　対処すべき課題
①情報サービス事業における課題

情報サービス事業におきましては、無料求人情報誌「ジョブポスト」及びスマートフォン向け
インターネットサイト「ジョブポストWEB」の収益基盤強化、将来を担う人材の採用、育成及び
インターネットサイトの強化等が課題となります。

そのため、営業人員の採用の強化及び営業生産性の向上に努め、人材サービス関連市場の変化
や価格・サービス競争が熾烈化する中において、商品・サービスを差別化し、求職者・顧客に支
持を得る必要があると考えております。また、スマートフォン向けインターネットサイト「ジョ
ブポストWEB」の応募実績の更なる拡大が課題となります。

そのため当社グループでは、運営サイトのユーザビリティ向上や効果的なプロモーション等の
実施により登録者獲得を促進するとともに、顧客満足度の向上及び他社との差別化を図ってまい
ります。

②人材派遣事業における課題
人材派遣事業におきましては、新規求人数を中心に有効求人倍率が改善してきており、景況感

の改善を受けて受注が回復し、タイムリーな派遣人員確保が課題となります。
このような事業環境の下、地域に密着した派遣人員をタイムリーに確保するためプロモーショ

ンを強化し、派遣人員の確保に努めてまいります。

－ 6 －

対処すべき課題
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⑸　主要な事業内容（平成27年12月31日現在）
当社グループは、PAM（Potential Achievement Maximization）、すなわち「人財の価値を

最大化し、人財と企業とを結びつけるサービスを提供することによって企業価値を最大化する」
ことをビジョンに掲げています。このビジョンを実現するために、無料求人情報誌「ジョブポス
ト」及びスマートフォン向けインターネットサイト「ジョブポストWEB」、就職転職フェア、新
聞折込求人紙とフリーペーパー「おしごとハロー」等の様々なメディア媒体を通じた求人情報の
提供サービスを行っております。

また、派遣事業として、新潟県において人材派遣業及び人材紹介業を行っております。

⑹　主要な営業所及び工場（平成27年12月31日現在）

当 社

本社：東京都文京区
新潟営業所：新潟県新潟市、長岡営業所：新潟県長岡市、
長野営業所：長野県長野市、松本営業所：長野県松本市、
福島営業所：福島県福島市、郡山営業所：福島県郡山市、
いわき営業所：福島県いわき市、仙台営業所：宮城県仙台市、
金沢営業所：石川県金沢市

株 式 会 社 ア ル メ イ ツ 本社：新潟県新潟市

モ バ イ ル 求 人 株 式 会 社 本社：東京都文京区

北 京 培 繹 諮 詢 有 限 公 司 本社：中華人民共和国北京市

伏迅艾克（北京）国際貿易有限公司 本社：中華人民共和国北京市

株 式 会 社 F I 本社：福島県郡山市

株式会社ハローコミュニケーションズ

本社：千葉県成田市
船橋営業所：千葉県船橋市
市原営業所：千葉県市原市
神栖出張所：茨城県神栖市

PA V IETNAM CONSULTING
C O M P A N Y  L I M I T E D

本社：Room 902, 9F, VET Building, 98 Hoang Quoc Viet, 
Cau Giay, Ha Noi

PA VIETNAM ADVERTISEMENT
C O M P A N Y  L I M I T E D

本社：Room 902, 9F, VET Building, 98 Hoang Quoc Viet, 
Cau Giay, Ha Noi

ト ラ バ ー ス 株 式 会 社 本社：岩手県盛岡市

株 式 会 社 ミ ュ ゼ キ ャ リ ア 本社：東京都文京区

－ 7 －

主要な事業内容、主要な営業所及び工場
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⑺　使用人の状況（平成27年12月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況

事 業 部 門 使 用 人 数 前連結会計年度末
比 増 減

情 報 サ ー ビ ス 事 業 143（55）名 15（△５）名

人 材 派 遣 事 業 ４ （１）名 ２ （△２）名

全 社 （ 共 通 ） ６ （１）名 △２ （△１）名

合 計 153（57）名 15（△８）名
　(注)　⒈　使用人数は就業員数であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、アルバイト）

は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。
⒉　全社（共通）として記載されている使用人数は、管理部門に所属しているものであります。
⒊　使用人数が前連結会計年度末に比べ15名増加しておりますが、その主な理由は、情報サービス事業の

業容拡大に伴う採用及び子会社の増加によるものであります。

②　当社の使用人の状況
使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

94（31）名 ７（△８）名 35.6歳 5.9年
　(注)　⒈　使用人数は就業員数であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、アルバイト）

は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

⑻　主要な借入先の状況（平成27年12月31日現在）
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 60百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 250百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 150百万円

株 式 会 社 千 葉 興 業 銀 行 18百万円

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。

－ 8 －

使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項
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２．会社の現況
⑴　株式の状況（平成27年12月31日現在）

①　発行可能株式総数 40,147,200株
②　発行済株式の総数 11,229,800株
③　株主数 695名
④　大株主
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

加 藤 博 敏 2,945千株 27.3％

有 限 会 社 Ｐ Ｌ Ｅ Ａ Ｓ Ａ Ｎ Ｔ 2,916千株 27.1％

加 藤 郁 子 914千株 8.5％

金 　 子 　 美 由 紀 612千株 5.6％

加 藤 一 裕 612千株 5.6％

五 十 畑 　 輝 　 夫 199千株 1.8％

鈴 木 智 博 132千株 1.2％

高 木 邦 夫 120千株 1.1％

杉 　 三 郎 99千株 0.9％

株 式 会 社 S B I 証 券 82千株 0.7％

（注）⒈　当社は、自己株式を476,916株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
⒉　持株比率は自己株式を控除して計算しております。

⑵　新株予約権等の状況
該当事項はありません。

－ 9 －

株式の状況、新株予約権等の状況
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⑶　会社役員の状況
①　取締役及び監査役の状況（平成27年12月31日現在）
会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 加 藤 博 敏
モバイル求人㈱取締役、㈱ハローコミュ
ニケーションズ取締役、㈱ミュゼキャリ
ア代表取締役

取 締 役 塩 原 宏 一
モバイル求人㈱取締役、㈱FI代表取締
役、㈱アルメイツ代表取締役、㈱ハロー
コミュニケーションズ代表取締役、トラ
バース㈱取締役

取 締 役 中 村 隆 夫 鳥飼総合法律事務所 弁護士、パラカ㈱取
締役

常 勤 監 査 役 倉 嶌 　 喬
モバイル求人㈱監査役、㈱FI監査役、㈱
アルメイツ監査役、㈱ハローコミュニケ
ーションズ監査役、トラバース㈱監査
役、㈱ミュゼキャリア監査役

監 査 役 津 田 哲 男
監 査 役 松 田 　 聡 松田税理士事務所所長

（注）⒈　取締役の中村隆夫氏は社外取締役であります。
⒉　監査役の津田哲男氏及び松田聡氏は社外監査役であります。
⒊　平成27年３月30日付で、取締役の正田絃氏、深谷弦希氏及び常勤監査役の忠地奈美氏、監査役の市根井

澄夫氏は退任をいたしました。
⒋　当社は、取締役中村隆夫氏を、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し､同取引所へ届け

出ております。

－ 10 －

会社役員の状況
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②　取締役及び監査役の報酬等の総額
区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 ５名 49百万円

監 査 役 ５ ５
合 計
（ う ち 社 外 取 締 役 ）
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

10
(３)
(３)

55
(２)
(１)

（注）⒈　取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
⒉　当期末の取締役の員数は3名、監査役の員数は3名であります。上記の取締役の員数と相違しておりま

すのは、平成27年3月30日開催の第29回定時株主総会終結の時をもって退任した社外取締役2名及び監
査役2名（うち社外監査役1名）を含んでいるためであります。

⒊　取締役の報酬限度額は、平成12年３月15日開催の第14回定時株主総会において年額1,000百万円以内
（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

⒋　監査役の報酬限度額は、平成12年３月15日開催の第14回定時株主総会において年額100百万円以内と
決議いただいております。

－ 11 －

会社役員の状況
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③　社外役員に関する事項
イ．重要な兼職先と当社との関係

　取締役中村隆夫氏は、パラカ株式会社の社外取締役及びecontext ASIA Limitedの社外取
締役、鳥飼総合法律事務所勤務であります。鳥飼総合法律事務所と顧問契約の取引関係があ
ります。パラカ株式会社及びecontext ASIA Limitedと当社との間には特別の関係はありま
せん。
監査役津田哲男氏及び監査役松田聡氏と当社の間には、特別の関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況
活 動 状 況

取締役 中 村 隆 夫
当事業年度に開催された取締役会37回のうち37回に出席いたしまし
た。長年会社経営に携わった経験を活かして、適法性・妥当性の観点
から適宜発言を行っております。

監査役 津 田 哲 男

当事業年度に開催された取締役会37回及び監査役会5回の全てに出席
いたしました。長年会社経営に携わった経験と、平成14年以来当社監
査役を務め社内事情を熟知していることを活かして、適法性・妥当性
の観点から適宜発言を行っております。

監査役 松 田 　 聡
平成27年3月30日就任以降に開催された取締役会24回のうち17回及
び監査役会4回のうち3回に出席いたしました。主に税理士としての専
門的な見地から適宜発言を行っております。

ハ．責任限定契約の内容の概要
当社と社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423

条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、金300万円又は法令が規定する額のいずれか
高い額としております。

－ 12 －

会社役員の状況
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⑷　会計監査人の状況
①　名称

　有限責任 あずさ監査法人

②　報酬等の額
支 払 額

当事業年度に係る報酬等の額
公認会計士法（昭和23年法律第103号）
第２条第１項の業務に係る報酬等の額

20百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財
産上の利益の合計額 20百万円

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監
査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係
る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠
等が適切であるかどうかについては必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額につい
て同意の判断をいたしました。

③　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定方針
　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、監査役会の同意を得たうえで、又は、下記に揚げる監査役会の請求に基づいて、会計監査
人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的とすることといたします。
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、取締役会に、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的とすることを請求いた
します。また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条に定める項目に該当すると認められ
る場合は、監査役全員の合意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が
選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解
任の理由を報告いたします。

－ 13 －

会計監査人の状況
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⑸　業務の適正を確保するための体制及び運用状況の概要
　当社が業務の適正を確保するための体制として取締役会において決議した内容の概要は、次の
とおりであります。
①　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　当社では、管理部が中心となって、業務プロセスや規程の整備、評価・監視体制の強化によ
り、取締役の職務執行の適正を確保します。また、違法行為に対するけん制機能として内部通報
制度を制定し、不祥事の未然防止を図るとともに、反社会的勢力排除に向けた体制整備を行いま
す。
②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　当社では、情報管理規程や文書管理規程を整備し、重要文書の特定や保管形態の明確化によ
り、取締役の職務の執行に係る情報を適切に保存・管理する体制を構築します。
③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社を取り巻く様々なリスクを把握・管理するため、リスク管理規程等を制定し、管理部が中
心となって、リスク管理に必要な体制の整備・強化を行います。
④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社では、各部門の担当職務内容及び職務権限を明確にするため、職務分掌及び職務権限に関
する規程を整備し、取締役の業務執行の効率性を確保するよう努めます。
⑤　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　当社では、企業理念・行動規範・役職員活動指針においてコンプライアンスの重要性を掲げる
とともに、その内容を情報システムを通じて全職員に徹底します。また、管理部が中心となっ
て、体制強化に努めます。
⑥　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　当社は、グループ各社の適正かつ調和の取れた業務運営の確保のため、適切な議決権行使等の
手段を通じてグループ全体の業務運営を管理するとともに、グループ各社の内部統制システムの
整備を進めます。また、情報の保存管理、リスク管理、コンプライアンス等、グループ全社で統
一的な対応を実施し、グループ一体経営の確立を図り、監査役会による監査体制を構築します。
⑦　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
　監査役会が、監査役の職務を補助すべき使用人を置くことを要請した場合は、内部統制室構成
員等補助業務に十分な専門性を有する者を配置することとします。

－ 14 －
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⑧　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
　監査役会は、配置すべき職務補助者の選任等に関して意見を述べることができるものとしま
す。また、配置された補助者は、その補助業務に関しては取締役からの指揮は受けないものとし
ます。
⑨　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制
　取締役及び使用人が監査役会に報告すべき事項を定める規程を制定し、経営、業績に影響を及
ぼす重要な事項については直ちに監査役会に報告することとします。また、監査役会が使用人等
から直接報告を受けられるように内部通報制度を導入します。
⑩　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役は、職務執行に必要があると判断した場合、弁護士、公認会計士等の専門家に意見・ア
ドバイスを依頼する、などを行うことができるものとします。
⑪　内部統制システムの運用状況の概要に関する事項
　当社は、取締役会において決議された「内部統制システム構築の基本方針」に基づき、当社及
び子会社の内部統制システムを整備し運用しております。当事業年度の開始時には、社員向けに
経営方針、経営課題、対応方針等を説明し、全社員の意識の統一化を図っております。期中にお
いては、当社の持続的成長への妨げと成りえる事業を対象にリスク管理を実施し、グループ全社
による対応方針と実施状況を取締役会に報告しております。また、「企業倫理要領」及びコンプ
ライアンス体制に係る規定を制定し、コンプライアンス監査、コンプライアンス研修等を運用を
しております。
事業年度末においては、内部監査室による内部統制の整備・運用状況の評価結果による重大な是
正事項は存在しないことを確認しております。

⑹　剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社では株主の皆様への適正かつ安定的な利益配分を、経営上の最重要課題の一つと認識し、
各期の業績と必要な投資、内部留保等を勘案のうえ、配当を通じた株主の皆様への利益配分を実
施することを基本方針としております。
　当期の期末配当につきましては、１株当たり３円の期末配当を実施することにいたしました。
また、次期の年間配当につきましては、業績予想等を踏まえ、１株につき３円を予定しておりま
す。
　なお、当社は会社法第459条第１項の規定に基づき、中間配当及び期末配当について取締役会
の決議をもって剰余金の配当等を行うことができる旨、定款に定めております。

－ 15 －
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成27年12月31日現在） （単位：千円）

資産の部 負債の部
科　目 金　額 科　目 金　額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
有 価 証 券
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
土 地
そ の 他

無 形 固 定 資 産
の れ ん
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
退 職 給 付 に 係 る 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産
社 債 発 行 費

1,722,932
1,374,682

180,678
100,010

350
39,715
30,955

△3,460
259,091
63,901
17,237
36,309
10,353
53,007
17,673
35,334

142,182
52,432

646
92,244

△3,141
2,337
2,337

流 動 負 債 742,720
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 80,839
短 期 借 入 金 472,000
1 年 内 償 還 予 定 の 社 債 30,000
1年内返済予定の長期借入金 2,808
未 払 法 人 税 等 14,416
そ の 他 142,655

固 定 負 債 187,551
社 債 170,000
長 期 借 入 金 3,504
繰 延 税 金 負 債 2,605
資 産 除 去 債 務 11,442

負 債 の 部 合 計 930,272
純資産の部

株 主 資 本 1,038,788
資 本 金 514,068
資 本 剰 余 金 496,760
利 益 剰 余 金 99,295
自 己 株 式 △71,335

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 5,191
その他有価証券評価差額金 △6,071
為 替 換 算 調 整 勘 定 11,263

少 数 株 主 持 分 10,108
純 資 産 の 部 合 計 1,054,088

資 産 の 部 合 計 1,984,360 負 債 純 資 産 の 部 合 計 1,984,360

－ 16 －
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連 結 損 益 計 算 書

（自　平成27年 1 月 1 日
至　平成27年12月31日）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 2,060,658
売 上 原 価 843,139

売 上 総 利 益 1,217,519
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,121,892

営 業 利 益 95,626
営 業 外 収 益

受 取 利 息 533
受 取 配 当 金 465
受 取 手 数 料 10,828
助 成 金 収 入 18,947
投 資 有 価 証 券 売 却 益 11,248
そ の 他 3,047 45,070

営 業 外 費 用
支 払 利 息 2,131
支 払 手 数 料 3,698
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 542
そ の 他 1,333 7,706
経 常 利 益 132,990

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 229 229

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 132,761
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 21,878
法 人 税 等 調 整 額 △451 21,426
少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 111,334
少 数 株 主 利 益 △1,219
当 期 純 利 益 112,554

－ 17 －
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連結株主資本等変動計算書
（自　平成27年 1 月 1 日

至　平成27年12月31日）
（単位：千円）

株　主　資　本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 514,068 550,525 △9,354 △71,312 983,925
当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 112,554 112,554
自 己 株 式 の 取 得 △22 △22
剰 余 金 の 配 当 △53,764 △53,764
連 結 範 囲 の 変 動 △3,904 △3,904
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 ― △53,764 108,650 △22 54,862
当 期 末 残 高 514,068 496,760 99,295 △71,335 1,038,788

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

その他の包括
利益累計額

合計
当 期 首 残 高 ― 11,987 11,987 9,060 1,004,973
当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 112,554
自 己 株 式 の 取 得 △22
剰 余 金 の 配 当 △53,764
連 結 範 囲 の 変 動 △3,904
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) △6,071 △724 △6,795 1,047 △5,747

当 期 変 動 額 合 計 △6,071 △724 △6,795 1,047 49,114
当 期 末 残 高 △6,071 11,263 5,191 10,108 1,054,088
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連結注記表
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
１．連結の範囲に関する事項

⑴　連結子会社の状況
連結子会社の数　９社
主要な連結子会社の名称

㈱アルメイツ
北京培繹諮詢有限公司
モバイル求人㈱
伏迅艾克（北京）国際貿易有限公司
㈱FI
㈱ハローコミュニケーションズ
PA VIETNAM CONSULTING COMPANY LIMITED
PA VIETNAM ADVERTISEMENT COMPANY LIMITED
トラバース㈱

　PA VIETNAM CONSULTING COMPANY LIMITED及びPA VIETNAM ADVERTISEMENT 
COMPANY LIMITEDは重要性が増したため、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。
　また、トラバース㈱は、株式取得に伴い、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。

⑵　非連結子会社の状況
該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法を適用した関連会社の状況

持分法適用の関連会社数　１社
主要な会社名

㈱ミュゼキャリア
㈱ミュゼキャリアは、新たに設立したことに伴い、当連結会計年度より持分法の適用範囲に含めており

ます。

⑵　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の名称等
該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の事業年度は連結計算書類作成会社と同一であります。
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４．会計処理基準に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
その他有価証券

時価のあるもの
　連結決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定)を採用しております。
時価のないもの
　移動平均法による原価法を採用しております。

②　たな卸資産
原材料及び貯蔵品
　貯蔵品は、最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法により算定）を採用しております。

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産
　　主として定率法を採用しております。

　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
②　無形固定資産

定額法を採用しております。
　なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
　ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定
額法によっております。

③　長期前払費用
定額法を採用しております。
　なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

⑶　繰延資産の処理方法
　　社債発行費

　社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。

⑷　重要な引当金の計上基準
　　貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
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⑸　退職給付に係る会計処理の方法
　　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。
当社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職

給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑹　のれんの償却方法及び償却期間
　　のれんの償却については、20年以内のその投資効果の発現する期間にわたって、定額法により償却し

ております。

⑺　その他連結計算書類作成のための重要な事項
　　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

５．表示方法の変更
　（連結損益計算書）
　　前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「支払手数料」は、金額的重要性が

増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。
　　　なお、前連結会計年度の「支払手数料」は０千円であります。

連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 75,886千円
　なお、減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。
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連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

（単位：株）
株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 11,229,800 － － 11,229,800

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項
（単位：株）

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 476,804 112 － 476,916

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は単元未満株式の買取による増加であります。

３．剰余金の配当に関する事項
①配当金支払額

決 議 株 式 の
種 類

配 当 金 の 総 額
(千円）

１ 株
当 た り
配 当 額

基 準 日 効 力 発 生 日

平 成 2 7 年
3 月 2 日
取 締 役 会

普通株式 53,764 ５円 平成26年
12月31日

平成27年
３月31日

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 株 式 の
種 類

配 当 の
原 資

配当金の総額
(千円）

１ 株
当 た り
配 当 額

基 準 日 効 力 発 生 日

平 成 2 8 年
２ 月 1 8 日
取 締 役 会

普通株式 利益剰余金 32,258 ３円 平成27年
12月31日

平成28年
３月30日

４．当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項
　該当事項はありません。

－ 22 －

連結注記表



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2016/03/03 11:41:35 / 15158260_株式会社ピーエイ_招集通知（Ｃ）

金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また資金調達については、主に銀行借
入による方針であります。デリバティブは利用しておりません。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は顧客先の信用リスクに晒されております。
　有価証券及び投資有価証券は、その他有価証券であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金はそのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。
　社債及び借入金は、主に運転資金に係る資金調達であります。

⑶　金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、社内規程に従い、営業債権については、請求担当部門が取引先の状況を定期的にモニタリン
グし、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握
や軽減を図っております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　外貨建金融商品は保有していないため、為替変動リスクはありません。投資有価証券については、市
況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、各部門からの報告に基づき担当部門が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流
動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

⑷　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用
することにより、当該価額が変動することがあります。

－ 23 －
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２．金融商品の時価等に関する事項
　平成27年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）⒉　参照）。

連結貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

⑴　現金及び預金 1,374,682 1,374,682 －

⑵　受取手形及び売掛金 180,678 180,678 －

⑶　有価証券 100,010 100,010 －

⑷　投資有価証券 37,675 37,675 －

資産計 1,693,046 1,693,046 －

⑴　支払手形及び買掛金 80,839 80,839 －

⑵　短期借入金 472,000 472,000 －
⑶　社債
(1年内償還予定の社債含
む）

200,000 199,793 △206

⑷　長期借入金
(1年内返済予定の長期借
入金含む）

6,312 6,212 △99

負債計 759,151 758,845 △306
（注）⒈ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産
⑴　現金及び預金　⑵　受取手形及び売掛金　⑶　有価証券

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。

⑷　投資有価証券
　投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格、投資信託は公表されている基準価格又は取引金融
機関から提示された価格によっております。

負債
⑴　支払手形及び買掛金　⑵　短期借入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。

－ 24 －

連結注記表



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2016/03/03 11:41:35 / 15158260_株式会社ピーエイ_招集通知（Ｃ）

⑶　社債
　当社の発行する社債の時価は、市場価格がないため、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リ
スクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

⑷　長期借入金
　長期借入金の時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた
現在価値により算定しております。

⒉ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 14,757

　非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「資
産」には含めておりません。

　　　⒊ 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 1,373,970 － － －

受取手形及び売掛金 180,678 － － －

合計 1,554,649 － － －

　　　⒋ 社債、短期借入金及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 472,000 － － － － －
社債
(1年内償還予定の
社債含む)

30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 50,000

長期借入金
(1年内返済予定の
長期借入金含む)

2,808 2,808 696 － － －

合計 504,808 32,808 30,696 30,000 30,000 50,000

－ 25 －
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１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 97円09銭
２．１株当たり当期純利益 10円47銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載をしておりませ
ん。

重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

企業結合に関する注記
株式取得による企業結合
１．企業結合の概要

⑴　被取得企業の名称及び事業の内容
被取得企業の名称　トラバース株式会社
事業の内容　求人広告業

⑵　企業結合を行った主な理由
　求人情報サービス事業の東北エリアでの収益拡大の強化が期待できるものと考え、同社の株式を取得
し子会社化することにいたしました。今後同エリアで積極的に事業展開し、更なる成長を目指してまい
ります。

⑶　企業結合日
平成27年10月１日

⑷　企業結合の法的形式
株式取得

⑸　結合後企業の名称
変更はありません。

⑹　取得した議決権比率
100％

⑺　取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として、株式を取得したためであります。

２．連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間
平成27年10月１日から平成27年12月31日まで

３．被取得企業の取得原価及びその内訳
取得の対価　　　現金　　1,000千円
取得原価　　　　　　　　1,000千円

－ 26 －
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４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間又は負ののれん発生益の金額及び発生原因
⑴　発生したのれんの金額

1,697千円
⑵　発生原因

　主としてトラバース株式会社が求人情報サービス事業を展開する地域における収益拡大の強化によっ
て期待される超過収益力であります。

⑶　償却方法及び償却期間
５年間にわたる定額法

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 4,039千円

資産合計 4,039

流動負債 4,736

負債合計 4,736

－ 27 －

連結注記表



2016/03/03 11:41:35 / 15158260_株式会社ピーエイ_招集通知（Ｃ）

貸　借　対　照　表
（平成27年12月31日現在） （単位：千円）

資産の部 負債の部
科　目 金　額 科　目 金　額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
有 価 証 券
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
1 年 内 回 収 予 定 の
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
関 係 会 社 出 資 金
長 期 貸 付 金
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
株主、役員又は従業員に
対 す る 長 期 貸 付 金
破 産 更 生 債 権 等
前 払 年 金 費 用
長 期 前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金
投 資 損 失 引 当 金

繰 延 資 産
社 債 発 行 費

1,507,779
1,186,824

127,915
100,010

264
7,250

39,715
10,000
38,903

△3,105
365,726
58,589
14,869

46
7,364

36,309
27,617
12,030
15,586

279,519
42,975
94,908

206
45,373
10,000
22,300
2,430
1,770

646
182

72,592
△2,005

△11,860
2,337
2,337

流 動 負 債 652,722
買 掛 金 56,921
短 期 借 入 金 460,000
1年内償還予定の社債 30,000
未 払 金 41,680
未 払 費 用 11,212
未 払 法 人 税 等 9,523
未 払 消 費 税 等 20,560
前 受 金 6,291
預 り 金 15,362
そ の 他 1,169

固 定 負 債 181,432
社 債 170,000
繰 延 税 金 負 債 1,932
資 産 除 去 債 務 9,499

負 債 の 部 合 計 834,154
純資産の部

株 主 資 本 1,047,759
資 本 金 514,068
資 本 剰 余 金 496,760

資 本 準 備 金 140,820
そ の 他 資 本 剰 余 金 355,940

利 益 剰 余 金 108,266
そ の 他 利 益 剰 余 金 108,266

繰 越 利 益 剰 余 金 108,266
自 己 株 式 △71,335

評 価 ・ 換 算 差 額 等 △6,071
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △6,071

純 資 産 の 部 合 計 1,041,688
資 産 の 部 合 計 1,875,843 負 債 純 資 産 の 部 合 計 1,875,843

－ 28 －
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損　益　計　算　書

（自　平成27年 1 月 1 日
至　平成27年12月31日）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 1,481,474
売 上 原 価 499,122

売 上 総 利 益 982,351
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 893,891

営 業 利 益 88,460
営 業 外 収 益

受 取 利 息 726
受 取 配 当 金 465
受 取 手 数 料 22,375
投 資 有 価 証 券 売 却 益 11,248
助 成 金 収 入 13,471
投 資 損 失 引 当 金 戻 入 額 130
そ の 他 3,853 52,269

営 業 外 費 用
支 払 利 息 1,568
社 債 利 息 200
社 債 発 行 費 償 却 86
支 払 手 数 料 5,253
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 288
そ の 他 183 7,581
経 常 利 益 133,148

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 84 84

税 引 前 当 期 純 利 益 133,064
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 14,362
法 人 税 等 調 整 額 △1,124 13,238
当 期 純 利 益 119,826

－ 29 －
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株主資本等変動計算書

（自　平成27年 1 月 1 日
至　平成27年12月31日）

（単位：千円）
株　主　資　本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本準備金その他資本

剰余金
資本剰余金

合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 514,068 140,820 409,705 550,525 △11,559 △11,559 △71,312 981,721
当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 119,826 119,826 119,826
自 己 株 式 の 取 得 △22 △22
剰 余 金 の 配 当 △53,764 △53,764 △53,764
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － △53,764 △53,764 119,826 119,826 △22 66,038
当 期 末 残 高 514,068 140,820 355,940 496,760 108,266 108,266 △71,335 1,047,759

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計
当 期 首 残 高 － － 981,721
当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 119,826
自 己 株 式 の 取 得 △22
剰 余 金 の 配 当 △53,764
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) △6,071 △6,071 △6,071

当 期 変 動 額 合 計 △6,071 △6,071 59,967
当 期 末 残 高 △6,071 △6,071 1,041,688

－ 30 －

株主資本等変動計算書
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個別注記表
重要な会計方針
１．有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式
　移動平均法による原価法を採用しております。

②　その他有価証券
時価のあるもの
　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移
動平均法により算定）を採用しております。
時価のないもの
　移動平均法による原価法を採用しております。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法
原材料及び貯蔵品
　貯蔵品は、最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法
により算定）を採用しております。

３．固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

定率法を採用しております。
　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

②　無形固定資産
定額法を採用しております。
　なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
　ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額
法によっております。

③　長期前払費用
定額法を採用しております。
　なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

４．繰延資産の処理方法
社債発行費
　社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。

－ 31 －
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５．引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計
上しております。
　当社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給
付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

③　投資損失引当金
　関係会社への投資に係る損失に備えるため、関係会社の財政状態並びに将来の回復見込等を勘案し、損
失見込額を計上しております。

６．その他計算書類作成のための基本となる事項
消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

７．表示方法の変更
　（損益計算書）
　　前事業年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「支払手数料」は、金額的重要性が増し

たため、当事業年度より独立掲記することとしました。
　　　なお、前事業年度の「支払手数料」は０千円であります。

貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 69,841千円
　　なお、減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。
２．関係会社に対する金銭債権、債務

短期金銭債権 25,864千円
短期金銭債務 14,497千円

損益計算書に関する注記
　　関係会社との取引高

売上高 12,703千円
売上原価 59,260千円
販売費及び一般管理費 9,839千円
営業取引以外の取引高 18,825千円

－ 32 －
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株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の
株式数（株） 当事業年度増加株式数（株） 当事業年度減少株式数（株） 当事業年度末の

株式数（株）

普 通 株 式 476,804 112 － 476,916

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は単元未満株式の買取による増加であります。

税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）
繰越欠損金 70,606千円
関係会社株式評価損否認 25,769千円
関係会社出資金評価損否認 10,065千円
投資有価証券評価損否認 1,671千円
減損損失否認 1,897千円
投資損失引当金否認 3,826千円
その他 5,736千円
繰延税金資産小計 119,572千円
評価性引当額 △79,856千円
繰延税金資産合計 39,715千円

（繰延税金負債）
資産除去債務に対応する除去費用 1,719千円
その他 213千円
繰延税金負債合計 1,932千円
繰延税金資産の純額 37,782千円

－ 33 －

個別注記表



2016/03/03 11:41:35 / 15158260_株式会社ピーエイ_招集通知（Ｃ）

関連当事者との取引に関する注記
当社の子会社及び関連会社等

種類 会社等
の名称 所在地

資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職
業

議決権
等の所

有
(被所
有)
割合
(％)

関係内容

取引の内容
（注）2

取引金額
(千円)
（注）3

科目 期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社 ㈱アルメ
イツ

新潟県
新潟市
中央区

20,000 人材派遣
事業 100.0

役員の
兼任

２名及
び派遣
１名

業務
提携

事務作業代行 12,296 未収入金 1,021

業 務 委 託 1,800 未払金 1,944

子会社
㈱ハロー
コミュニ
ケーショ
ンズ

千葉県
成田市 7,900 情報サー

ビス事業 100.0

役員の
兼任３
名及び
派遣
１名

業務
提携

資金の貸付

貸付金の回収

12,300

10,000

1年内回収
予 定 の 関
係 会 社 長
期 貸 付 金

関係会社長
期 貸 付 金

10,000

22,300

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等
（当該会
社等の子
会社を含
む）
（注）1

㈱ピーエ
イケア

福島県
郡山市 44,000 保育事業 －

役員の
兼任
２名

業務
提携 資金の貸付 10,000 長期貸付金 10,000

（注）⒈　当社代表取締役加藤博敏が議決権100％を保有しております。
　　　⒉　資金の貸付については、市場金利を勘案し合理的に利率を決定しております。また、事務作業代行及

び業務委託については、事務代行業者等の料金水準を勘案し、決定しております。
　　　⒊　上記取引金額には消費税等は含んでおりません。

－ 34 －
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１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 96円88銭
２．１株当たり当期純利益 11円14銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載をしておりません。

重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

－ 35 －
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成28年２月29日
株式会社ピーエイ

取締役会　御中
有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 斎 　 藤 　 　 　 昇 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 土 屋 光 輝 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ピーエイの平成27年１月１日から平成27
年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資
本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社ピーエイ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 36 －
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成28年２月29日
株式会社ピーエイ

取締役会　御中
有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 斎 　 藤 　 　 　 昇 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 土 屋 光 輝 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ピーエイの平成27年１月１日から
平成27年12月31日までの第30期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ

の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細

書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 37 －
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成27年１月１日から平成27年12月31日までの第30期事業年度の取締役の職
務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、
以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に

ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。
(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に

従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環
境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事
業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社
の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の
報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するため
に必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関す
る取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）に
ついて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、
必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平
成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じ
て説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ
いて検討いたしました。

－ 38 －
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２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す
べき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成28年２月29日
株 式 会 社 ピ ー エ イ 　 監 査 役 会
常 勤 監 査 役 倉 嶌 　 喬 ㊞
監 査 役
（社外監査役） 津 田 哲 男 ㊞
監 査 役
（社外監査役） 松 田 　 聡 ㊞

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　取締役３名選任の件
　取締役３名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役３名の選
任をお願いするものであります。
　取締役の候補者は、次のとおりであります。
候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 地 位 及 び 担 当 並 び に
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る 当
社 株 式 の 数

１
か
加

とう
藤

ひろ
博

とし
敏

(昭和33年2月28日生)

昭和55年 株式会社資生堂入社

2,945,200株

昭和57年 株式会社福島サンケイ広告社入社
昭和61年 有限会社ピーエイ設立、代表取締役社長
昭和63年 新潟サンケイ広告株式会社（現新潟サンケイ広告有

限会社）専務取締役
平成２年 有限会社ピーエイを株式会社ピーエイに改組、代表

取締役社長(現任）
平成21年 モバイル求人株式会社代表取締役社長
平成26年 株式会社ハローコミュニケーションズ取締役（現任）
平成26年 モバイル求人株式会社取締役（現任）
平成27年 株式会社ミュゼキャリア代表取締役(現任）

2
しお
塩

ばら
原

ひろ
宏

かず
一

(昭和33年10月8日生)

昭和57年 株式会社リクルート入社

24,000株

平成15年 株式会社LEC東京リーガルマインド入社
平成16年 株式会社プロキャリア代表取締役
平成18年 株式会社LEC東京リーガルマインド取締役
平成19年 同社常務取締役
平成22年 株式会社テレコメディア入社

営業統括部部長兼新規プロジェクト開発営業担当
平成24年 株式会社イマジンプラス入社

人材開発部部長
平成26年 当社入社

上席執行役員
平成27年 当社取締役兼営業統括本部長（現任）

モバイル求人株式会社取締役(現任）
株式会社FI代表取締役(現任）
株式会社ハローコミュニケーションズ代表取締役（現任）
株式会社アルメイツ代表取締役（現任）
トラバース株式会社取締役（現任）

－ 40 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 地 位 及 び 担 当 並 び に
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る 当
社 株 式 の 数

３
なか
中

むら
村

たか
隆

お
夫

(昭和40年8月25日生)

平成元年 日本銀行入行

6,000株

平成８年 株式会社デジタルガレージ取締役／CFO
平成９年 同社代表取締役副社長／COO&CFO
平成11年 株式会社インフォシーク代表取締役社長
平成13年 同社取締役会長
平成14年 株式会社インフォシーク取締役
平成16年 当社顧問
平成16年 当社取締役
平成18年 株式会社ネットエイジグループ監査役
平成20年 弁護士登録
平成21年 鳥飼総合法律事務所 弁護士
平成21年 当社取締役（現任）
平成21年 パラカ株式会社取締役（現任）
平成25年 econtext ASIA Limited取締役
平成28年 和田倉門法律事務所パートナー 弁護士（現任）

（注）⒈　各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
⒉　候補者中村隆夫氏は、社外取締役の候補者であります。
⒊　社外取締役候補者とする理由及び社外取締役との責任限定契約について

⑴　社外取締役候補者とする理由について
候補者中村隆夫氏につきましては、上場企業等の社長職など会社経営に携わってきた経験を、取締

役に就任された場合に当社の経営に活かすために、社外取締役として選任をお願いするものでありま
す。

⑵　社外取締役との責任限定契約の内容の概要は以下のとおりであります。
当社は、候補者中村隆夫氏との間で、会社法第427条第１項規定に基づき､会社法第423条第１項の

損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償限度額は、金300万円又は会社
法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い額としております。なお、同氏が再任され
た場合、当社は同氏との間で責任限定契約を継続する予定であります。

⒋　候補者中村隆夫氏の社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって７年になります。
⒌　中村隆夫氏は、東京証券取引所が定める独立役員として独立役員届出書を提出しております。

－ 41 －
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第２号議案　会計監査人選任の件
　会計監査人　有限責任 あずさ監査法人は、本総会終結の時をもって任期満了により退任されますの
で、新たに会計監査人の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案の提出につきましては、監査役会の決定に基づいております。
　監査役会が仰星監査法人を会計監査人の候補者としたのは、同監査法人の規模、品質管理体制、独
立性及び専門性等を総合的に勘案した結果によるものであります。
　会計監査人候補者は、次のとおりであります。

名 称 仰星監査法人

事 務 所

〈主たる事務所〉

東京都千代田区九段南3丁目3番6号　麹町ビル

〈従たる事務所〉

大阪府大阪市中央区久太郎町二丁目4番11号

愛知県名古屋市中区栄二丁目10番19号

石川県金沢市兼六元町11番25号

沿 革

平成 2年 9月 北斗監査法人　設立

平成11年10月 東京赤坂監査法人と合併、東京北斗監査法人に名称変更

平成18年10月 監査法人芹沢会計事務所と合併、仰星監査法人に名称変更

平成23年 7月 明澄監査法人と合併、北陸事務所を開設

平成26年 7月 明和監査法人と合併

概 要
(平成27年12月31日
現在)

〈出資金〉 143,000,000円

〈人員構成〉 社員（公認会計士）　　　　　　　40名

（うち代表社員21名）

職員（公認会計士）　　　　　　 107名

（公認会計士試験合格者）　　29名

（その他）　　　　　　　　　24名

合計　　　　　　　　　　　　　 200名

以　上

－ 42 －
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

東京都文京区水道一丁目12番15号
白鳥橋三笠ビル９階　当社本社会議室
TEL.03-5803-6310

ミニストップ

Honda cars東京

白鳥橋
安藤坂

牛天神下

交番 ミニストップ

Honda cars東京

スーツ
カンパニー

白鳥橋
安藤坂

牛天神下
JT

丸ノ内線

小石川税務署

後楽公園

隆崖橋
(高架下は神田川)

五洋建設

GS
南北線

東京ドーム

株式会社ピーエイ本社
白鳥橋三笠ビル9階

後
楽
園

首都高速５号池袋線

目
白
通
り

後楽園

飯田
橋神

田
川

外堀
通り

至東京

・JR 総武線　飯田橋駅 東口より徒歩10分
・東京メトロ（有楽町線・東西線・南北線）飯田橋駅 B1出口より徒歩10分
・都営地下鉄（大江戸線）飯田橋駅 B1出口より徒歩10分
・東京メトロ（丸ノ内線・南北線）後楽園駅 １番出口より徒歩10分

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

地図




